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要 望 書

医療において消費税が非課税であることによって発生する「控除対象外消費税問題」は、

医療機関の長年の課題であり、医療界は一刻も早い解決を望んでおります。

去る8月 10日に成立した消費税増税法 (社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜

本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律。第7条第一号卜)では、「医

療に係る消費税の課税のあり方については、引き続き検討する」とされました。

また、同法のなかで「医療機関等の消費税負担について、厚生労働省において定期的

に検証する場を設ける」とされたことから、中央社会保険医療協議会の下に「医療機関等に

おける消費税負担に関する
`卸

陸合」が継 れました。

しかし、当該分科会の設置目的は、診療報酬における消費税に係る過去の対応を検証し、

今後の診療報酬制度等における対応について検討することが主なものであることから、10

月31日開催の第4回分科会において、社会保険診療に対する消費税の課税のあり方につ

いて、(当)分科会は決定を鶴 ではないこと、分科会とは別の、「税制を協議する場での

検討が必要である」ことについて全委員の意見が一襲 ました。

こうした動向を踏まえ、医療に係る消費税の課税のあり方については、法律に則つた形

で、政府税制調査会等、税制に関して協議する機関での検討を要望します。


